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Ⅰ．はじめに
　中国の著作権登録制度は、ある著作物（例えば、
企業のロゴマークやキャラクター、製品のパッケー
ジやカタログ、ウェブサイト、ソフトウェア等）の
著作権を中国において任意で登録しておき、著作物
登録証書を取得しておくという制度である。この制
度には、後述するように、さまざまなメリットがあ

るため、近時、登録件数が増加する傾向にあり、日
本企業の知財担当者にとって、押さえておくべき基
本事項の一つといえる。そこで、本稿では、中国の
著作権登録制度のメリット、登録手続等について解
説することとしたい（ちなみに、中国では、「著作権」
のことを「版権」ともいう）。
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Ⅱ．中国の著作権法制度における著作権登録
制度の位置付け

　中国の著作権法制度の下では、著作権は、著作物
の創作が完成した日より発生することとされてお
り、著作権の取得は、登録等の手続や方式を要件と
していない（無方式主義）。したがって、著作権の
取得にあたって、著作権登録手続を行う必要はない
が、任意に著作権登録手続を行うことは可能である。
　「著作権法」２及び「著作権法実施条例」には著作
権登録手続に関する規定は含まれていないが、「著
作物任意登録試行弁法」が、著作物の任意登録の要
件、登録機関、登録手続等について規定している。
最高人民法院による「著作権民事紛争事件の審理に
おける法律適用の若干問題に関する解釈」７条１項
及び「著作権行政処罰実施弁法」19条は、著作権に
関わる原稿、原本、合法的出版物、著作物登録証書、
認証機関の発行する証明、権利取得の契約書等は、
証拠とすることができると規定しており、著作物登
録証書を、著作権を有することの初歩的証明に用い
ることができることを明らかにしている。また、「コ
ンピュータ・ソフトウェア保護条例」によると、コ
ンピュータ・ソフトウェア（以下「ソフトウェア」
という）の著作権者は、ソフトウェア登録機関にお
いて著作権登録をすることができ、ソフトウェア登
録機関が発行する登録証書は登録事項の初歩的証明
となる（７条１項）。ソフトウェア登録機関として
は、「中国版権保護センター」（英文名称は「Copyright 
Protection Center of China （CPCC）」）がある。「初
歩的証明」とは、相反する証拠がないか、又は相反
する証拠があってもそれが事実か否かを証明できな
い場合には、当該文書に記載されている事実が正し
いと推定されることを意味する。逆に言えば、著作
物登録証書を法院等に提出しても、初歩的証明とし
ての効力しかなく、自己が著作権を有することの絶
対的な立証手段とはならず、相手方は反証が可能で
ある。
　なお、「著作権法実施条例」25条によると、著作
権使用許諾契約及び著作権譲渡契約を締結する場合
は、著作権行政管理部門に届出を行うことができる。
また、「著作権法」26条によると、著作権に質権を
設定する場合は、質権設定者及び質権者が質権設定
登記手続を行うこととされている。本稿では、一般

的な著作物及びプログラム著作物の著作権登録制度
について解説することを目的としているため、著作
権使用許諾契約及び著作権譲渡契約の届出や著作権
に対する質権設定登記については割愛する。

Ⅲ．中国の著作権登録の要件
　中国の著作権法制度の下では、著作物といえるた
めには、ある程度の独創性が必要である。例えば、
数個の文字の組合せだけでは、独創性が認められに
くい。
　不登録事由としては、①著作権法の保護を受けな
い著作物、②著作権保護期間を経過した著作物、③
法により出版・伝達が禁止されている著作物がある

（著作物任意登録試行弁法５条）。
　また、一旦著作権登録されても、①登録後に上記
弁法５条のいずれかの不登録事由の存在が判明した
場合、②登録後に事実と異なることが判明した場合、
③申請人が著作物登録の取消を申請した場合、④登
録後に重複登録が判明した場合は、登録が取り消さ
れる（著作物任意登録試行弁法６条）。
　漫画の各登場人物や、ある特定の登場人物のさま
ざまな表情やポーズ等のように、関連性のある複数
の著作物については、それらをまとめて「シリーズ
著作物」として、１つの著作権登録の対象にするこ
とができる。
　ソフトウェア著作物の場合は、独立して開発され、
又は原著作権者の許諾を得て既存のソフトウェアに
ついて修正した後に形成される機能又は性能の分野
において重要な改良のあるソフトウェアでなければ
ならない（ソフトウェア著作権登録弁法７条）。
　なお、著作権登録手続における登録機関による審
査は、形式審査のみであるため、著作権登録の要件
を欠如するケース（例えば、著作物の独創性が不十
分である場合、他人の著作物の冒認である場合）も
ないとはいえない。

Ⅳ．中国の著作権登録の効果
　著作権登録機関は、審査の結果、著作権登録が認
められると判断する場合、申請人から著作権登録機
関に全ての必要書類が提出されてから１か月以内に、

「著作物登録証書」（中国語では「作品登記証書」）を
発行し、公告が行われる（著作物任意登録試行弁法


